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○

負担金補助及
び交付金

明美戸籍住民基本台帳事務協
議会分担金 86

合計（Ａ） 32,842 合計（Ｂ） 43,590

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 10,748

主な
理由

システム改修の委託料増加による。

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

950

役務費
戸籍情報システム回線使用料

1,560 役務費
戸籍情報システム回線使用料

1,560

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
戸籍情報システム保守料、戸籍
プリンタ保守 10,839 委託料

戸籍情報システム保守料、戸籍
プリンタ保守 22,855

使用料及び賃
借料

戸籍情報システムリース料、コ
ピー使用料 19,238

使用料及び賃
借料

戸籍情報システムリース料、コ
ピー使用料 18,109

負担金補助及
び交付金

明美戸籍住民基本台帳事務協
議会分担金 85

04当初予算 12,309 0

0.80

9.40

89,222

99,970

需用費
消耗品費（戸籍事務用）、印刷製
本費（戸籍届書用紙）、修繕料 1,075 需用費

28,000

内容

消耗品費（戸籍事務用）、印刷製
本費（戸籍届書用紙）

59,661

内容 金額

旅費
研修会旅費等

45 旅費
研修会旅費等

30

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

5.80

0.00

02決算 0 0 29,536 66,453

03当初予算 0 0 28,700 60,522

令和３年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
人の身分関係を登録公証する戸籍事務の適切な遂行を図る。

事
業
内
容

①戸籍に係る届出書の受理及び審査
②戸籍及び戸籍の附票の記録及び保管
③戸籍事件表の作成及び報告
④埋葬許可証等の作成及び交付
⑤相続税法の規定による報告

　　《令和2年度》
　戸籍数等　本籍数　98,748　本籍人口　244,056人　１戸当り人員　2.47
　戸籍謄抄本等取扱件数　64,901件
　戸籍届出件数　13,537件

　　《令和3年度見込》
　戸籍数等　本籍数　99,300　本籍人口　245,000人　１戸当り人員　2.47
　戸籍謄抄本等取扱件数　 59,000件
　戸籍届出件数　14,000件

　《令和4年度見込》
　戸籍数等　本籍数　99,500　本籍人口　245,500人　１戸当り人員　2.47
　戸籍謄抄本等取扱件数　 57,000件
　戸籍届出件数　14,300件

成果指標
指標名 考え方・定義・式

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

戸籍法事業 戸籍事務事業

施策分野
6 行政経営分野

事務事業名
戸籍事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-001

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

令和４年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計2.80

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

40,369

32,842

43,590

55,620

56,380

56,380

95,989 0.00

目標年次 単位 目標値

戸籍届出件数 年間届出件数 令和4年度 件 14,300

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
戸籍住民基本台帳一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-002

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

戸籍法、住民基本台帳法事業 戸籍住民基本台帳一般事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
各種証明発行事務において、個人情報保護の視点に立ち、不正取得防止を図りながら、適正かつ円滑な証明発行交付業務
に努める。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

窓口証明発行件数 年間発行件数 令和4年度 件 61,000

郵送証明発行件数 年間発行件数 令和4年度 件 38,500

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①窓口における戸籍の記載事項証明、住民票の写し等各種証明書の交付事務（含む郵送関係）
②上記事務にかかる手数料の徴収（含む郵送関係）
③住居表示番号の決定等住居表示実施後の事務
④２サービスコーナー、３市民センター及びあかし総合窓口との連絡調整
⑤住民基本台帳事務における支援措置にかかる事務
⑥事前登録型本人通知制度にかかる事務（平成26年度より）
・証明発行件数
≪窓口≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪郵送≫
　令和 2年度　65,904件　　　　　　　　　　　　令和 2年度　 40,019件
　令和 3年度  63,000件(見込）　　　　　　　  令和 3年度   39,000件（見込)
　令和 4年度  61,000件(見込）　　　　　　　　令和 4年度   38,500件（見込)

・本人通知制度登録者数
　 令和 2年度　 1,371人
　 令和 3年度　 1,410人（見込）
　 令和 4年度　 1,450人（見込）
・支援措置件数
　 令和 2年度　313件
　 令和 3年度　360件（見込）
　 令和 4年度　390件（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 65,293 正規 5.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 2,368 62,925 65,293 0 0

0 59,215 再任用 0.00 その他 0.9903当初予算 2,128 57,087 59,215 0 0

0 59,214 任期付 5.00 合計 11.0904当初予算 2,127 57,087 59,214 0 0

内容 金額

需用費
消耗品費（一般事務用）、印刷製
本費（各種証明交付申請書）等 1,660 需用費

消耗品費（一般事務用）、印刷製
本費（各種証明交付申請書）等 1,660令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
郵便申請定額小為替（釣銭用）
発行手数料等 34 役務費

使用料及び賃
借料

コピー使用料
111

使用料及び賃
借料

コピー使用料
110

郵便申請定額小為替（釣銭用）
発行手数料等 34

委託料
レジスター保守料

97 委託料
レジスター保守料

97

備品購入費
備品購入

226 備品購入費
備品購入

226

合計（Ａ） 2,128 合計（Ｂ） 2,127

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1

主な
理由

コピー使用料の減少による。
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
住民基本台帳事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-003

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

住民基本台帳法事業 住民基本台帳事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
住民の居住を登録公証し、適切かつ円滑な住民基本台帳登録事務を行う。
令和４年１０月より、市民の利便性の向上を図るため、夜間や休日でも、全国のコンビニエンスストアで住民票を取得できるよ
うシステムを導入する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

住民基本台帳異動
届出件数

１年間に届出のあった件数 令和4年度 件 28,000

マイナンバーカードの
普及率

交付枚数÷住民基本台帳人口 令和4年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①住民基本台帳に係る届書の受付及び転出証明書の交付
②住民基本台帳の記録及び保管
③住民基本台帳ネットワークシステム
④マイナンバーカードの交付、更新
⑤公的個人認証サービス（電子証明書の発行、更新）
⑥住民票のコンビニ交付（１通につき１００円（窓口交付：３００円））

※マイナンバー交付件数
≪令和 2年度≫
　住民基本台帳異動届出件数　　27,920件　　　　マイナンバーカード交付枚数　　77,557枚（普及率25.52%）
≪令和 3年度見込≫
　住民基本台帳異動届出件数　　27,650件　　　　マイナンバーカード交付枚数　　150,015枚（普及率49.28%）
≪令和 4年度見込≫
　住民基本台帳異動届出件数　　28,000件　　　　マイナンバーカード交付枚数　　304,849枚（普及率100%）

※コンビニ交付件数（対象証明書：住民票）
証明書発行件数見込　　7,000件（令和４年10月～令和５年３月）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

49,601 -35,328 正規 4.91 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 142,036 55,620 197,656 183,383 0

44,000 -7,410 再任用 0.92 その他 15.6003当初予算 279,879 106,398 386,277 349,687 0

40,100 16,598 任期付 11.05 合計 32.4804当初予算 861,966 106,398 968,364 911,666 0

内容 金額

旅費
実態調査等旅費

63 需用費
消耗品費（住基事務用）、印刷製
本費（証明用紙等）、書籍 4,531令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費（住基事務用）、印刷製
本費（証明用紙等）、書籍 2,071 役務費

委託料
模写電送装置保守料、個人番号
カード関連事務委託 259,770

使用料及び賃
借料

コピー使用料、個人番号カード交付統合
端末賃借料、裏書印字システム等 14,418

INS６４（Ｇ４）回線使用料、個人
番号カード案内送付郵送料 18,796

役務費
INS６４（Ｇ４）回線使用料、個人
番号カード案内送付郵送料 11,492 委託料

模写電送装置保守料、個人番号
カード関連事務委託 820,538

備品購入費
２次元バーコードリーダー等

107 その他
実態調査等旅費、備品（保管用
キャビネット）購入費 1,289

使用料及び賃
借料

コピー使用料、個人番号カード交付統合
端末賃借料、裏書印字システム等 6,376

負担金補助及
び交付金

コンビニ交付運営負担金
2,394

合計（Ａ） 279,879 合計（Ｂ） 861,966

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 582,087

主な
理由

マイナンバーカード交付事務の委託料の増加及びコンビニ交付導入による増
加のため。
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
印鑑登録事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-004

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

明石市印鑑条例事業 印鑑登録事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民の公証を図る印鑑登録及び証明業務の適切な事務を行う。
令和４年１０月より、市民の利便性の向上を図るため、夜間や休日でも、全国のコンビニエンスストアで印鑑登録証明書を取
得できるようシステムを導入する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

印鑑登録件数 １年間に印鑑登録された件数 令和4年度 件 9,700

印鑑証明書発行件数 １年間に発行された印鑑証明書の件数 令和4年度 件 73,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①印鑑登録申請者の印鑑を登録し、印鑑登録証を交付する。
②印鑑登録の廃止、印鑑登録証の再交付、印鑑登録証及び登録印鑑の亡失届の受理。
③印鑑証明書の交付
④印鑑登録証明書のコンビニ交付（１通につき１００円（窓口交付：３００円））
 
※印鑑登録・証明
≪令和2年度≫
印鑑登録人口   　186,742人
年間登録件数　     10,183件
年間証明件数　     79,961件
≪令和3年度見込≫
印鑑登録人口   　187,321人
年間登録件数　      9,873件
年間証明件数　     75,223件
≪令和4年度見込≫
印鑑登録人口   　187,700人
年間登録件数　      9,700件
年間証明件数　     73,000件

※（年間証明件数の内）コンビニ交付件数（対象証明書：印鑑登録証明書）
証明書発行件数見込　　4,500件（令和４年10月～令和５年３月）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26,973 -4,483 正規 2.34 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 1,025 21,465 22,490 0 0

29,200 53 再任用 0.08 その他 0.4103当初予算 833 28,420 29,253 0 0

27,000 2,793 任期付 3.05 合計 5.8804当初予算 1,373 28,420 29,793 0 0

内容 金額

需用費
消耗品費（印鑑登録事務用）、印
刷製本費（印鑑登録カード等） 699 需用費

消耗品費（印鑑登録事務用）、印
刷製本費（印鑑登録カード等） 699令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

コピー使用料
134 役務費

コンビニ交付サービス委託手数
料 540

使用料及び賃
借料

コピー使用料
134

合計（Ａ） 833 合計（Ｂ） 1,373

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 540

主な
理由

コンビニ交付導入による手数料の増加による。
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
サービスコーナー運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-005

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

明石市役所サービスコーナー設置規則事業 サービスコーナー運営事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
地域住民に密着した行政サービスを提供することで、地域住民の利便性の向上に貢献する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

全業務の取扱件数 １年間の各種届出及び証明発行件数（税証明含む） 令和4年度 件 32,200

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①戸籍及び住民異動に係る諸届の受付
②戸籍及び住民票に係る写し、各種証明書の作成・交付
③印鑑登録・印鑑証明
④埋火葬許可証の作成・交付
⑤税証明の発行
⑥し尿及びごみの収集申込受付及び連絡
⑦手数料の収納
⑧庁内各課との連絡事務

取扱件数
≪明舞サービスコーナー≫
　令和 2年度　  7,857件
　令和 3年度　　7,500件 (見込)
　令和 4年度　　7,200件 (見込)

≪西明石サービスコーナー≫
  令和 2年度　28,658件
　令和 3年度　26,200件 (見込)
　令和 4年度　25,000件 (見込)

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 37,288 正規 1.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 8,578 28,710 37,288 0 0

0 36,086 再任用 0.00 その他 1.0003当初予算 8,676 27,410 36,086 0 0

0 36,341 任期付 6.00 合計 8.1004当初予算 8,931 27,410 36,341 0 0

内容 金額

旅費
近接地旅費

100 旅費
近接地旅費

100令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費（サービスコーナー運
営用）等 204 需用費

委託料
清掃委託料

357 委託料
清掃委託料

363

消耗品費（サービスコーナー運営
用）、修繕費 479

役務費
電話料（ファクシミリ含む）等

65 役務費
電話料（ファクシミリ含む）等

65

負担金補助及
び交付金

施設公益費
700

負担金補助及
び交付金

施設公益費
683

使用料及び賃
借料

施設賃借料、コピー使用料
7,250

使用料及び賃
借料

施設賃借料、コピー使用料
7,241

合計（Ａ） 8,676 合計（Ｂ） 8,931

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 255

主な
理由

需用費（修繕料）の増加による。



○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
自衛官募集事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-006

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

自衛隊法、住民基本台帳法及び同法施行令事業 自衛官募集事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　募集適齢期の一般市民等を対象に、広報誌等の活用をし、自衛官募集事務の推進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①自衛官応募適齢者の情報提供（住民基本台帳閲覧）
②自衛官募集相談員委嘱状交付関連業務
③自衛官募集広報（広報あかしへの掲載・路線バス等へのポスター掲出）
④自衛隊入隊予定者激励会関連業務

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 1,217 正規 0.11 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 32 1,215 1,247 30 0

0 891 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 33 891 924 33 0

0 891 任期付 0.00 合計 0.1104当初予算 33 891 924 33 0

内容 金額

旅費
近接地旅費

3 旅費
近接地旅費

3令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
役務費

23 役務費
広告掲載等

23

使用料及び賃
借料

会場使用料
7

使用料及び賃
借料

会場使用料
7

合計（Ａ） 33 合計（Ｂ） 33

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
中長期在留者住居地届出等事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-007

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 戸籍住民基本台帳費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 戸籍住民基本台帳費
根拠法令
・要綱等

出入国管理及び難民認定法
日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離
脱した者等の出入国管理に関する特例法

事業 中長期在留者住居地届出等事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内居住の住民基本台帳に記録された中長期在留者及び特別永住者を対象とした入管法、入管特例法の法定受託事務に
より、外国人の市内居住関係を明確にし、適正かつ円滑な行政サービスを提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①特別永住者に対する特別永住者証明書の各種申請受付及び交付
②特別永住許可申請に関する許可等
③特別永住者証明書及び在留カード所持者の転入、転居時の新住所裏書き
④法務省への市町村通知送信及び法務省からの法務省通知受取

　

　　≪令和2年度≫
　外国人住民登録者数　3,501人　【令和2年12月末現在】

　　≪令和3年度≫
　外国人住民登録者数　3,436人　【令和3年12月末現在】

　　≪令和4年度≫
　外国人住民登録者数　3,371人　【令和4年12月末見込】

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 11,412 正規 1.22 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 40 12,555 12,595 1,183 0

0 11,645 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 93 12,312 12,405 760 0

0 11,542 任期付 0.90 合計 2.1204当初予算 93 12,312 12,405 863 0

内容 金額

旅費
研修会旅費等

3 旅費
研修会旅費等

3令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、書籍

73 需用費
消耗品費、書籍

73

使用料及び賃
借料

コピー使用料
17

使用料及び賃
借料

コピー使用料
17

合計（Ａ） 93 合計（Ｂ） 93

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
人口動態調査事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132101000-008

予算所管課 市民生活局市民生活室市民課
連絡先 (078)918-5020

総務費 連絡先

項 統計調査費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 基幹統計調査費
根拠法令
・要綱等

人口動態調査令及び同令施行細則事業 人口動態調査事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
戸籍届出について、人口動態統計制度に基づいた内容を厚生労働省に報告する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①調査票の作成、審査
②調査票の送付
③調査票の追加、除外、訂正報告
④死産届の送付

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 5,799 正規 0.42 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 308 5,805 6,113 314 0

0 4,402 再任用 0.00 その他 0.2003当初予算 309 4,402 4,711 309 0

0 4,402 任期付 0.20 合計 0.8204当初予算 281 4,402 4,683 281 0

内容 金額

需用費
消耗品費（人口動態調査用）

309 需用費
消耗品費（人口動態調査用）

281令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 309 合計（Ｂ） 281

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -28

主な
理由

需用費の減少による。
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○

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

1.60

目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計12.02

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

145,167

153,823

163,566

182,933

166,300

166,300

328,100

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般管理事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-001

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般管理事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業運営にかかる資格・賦課・徴収・給付業務を適正かつ円滑に行い、安定した医療サービスを受けられる状
態を維持する。

事
業
内
容

国民健康保険事業を運営していくための資格・賦課・徴収・給付業務にかかる維持・管理費
・資格業務…国民健康保険の加入・脱退受付、被保険者証の交付事務
・賦課業務…保険料の計算、保険料の減免事務
・徴収業務…保険料の収納・還付、保険料の納付相談、口座振替にかかる事務
・給付業務…療養の給付、療養費、高額療養費、出産育児一時金、葬祭費の支給事務

＜被保険者数・世帯数＞
　令和２年度実績　　　 被保険者数 57,605人　世帯数 37,451世帯
　令和３年度見込　　　 被保険者数 57,000人　世帯数 37,000世帯
　令和４年度見込　　　 被保険者数 57,300人　世帯数 37,500世帯

成果指標
指標名 考え方・定義・式

近接地旅費、研修会参加旅費、
備品購入費 400

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

15.66

0.00

02決算 1,540 0 0 326,560

03当初予算 0 0 0 320,123

令和３年度
人員配置（人）

正規

再任用

負担金補助及
び交付金

情報システム再構築運用業務委
託にかかる国保負担分等 29,779

04当初予算 0 0

2.00

31.28

320,123

329,866

需用費
コピー用紙等消耗品費、事業運
営にかかる印刷製本費等 8,159 需用費

0

内容

コピー用紙等消耗品費、事業運
営にかかる印刷製本費等

329,866

内容 金額

旅費
近接地旅費、研修会参加旅費、
備品購入費 295 旅費

70,000 委託料
標準システム利用等業務委託、
通知書封入封緘業務等 108,000

使用料及び賃
借料

コピー機使用料
600

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、番号利用事務
系ファイルサーバー使用料 1,170

負担金補助及
び交付金

情報システム再構築運用業務委
託にかかる国保負担分等 4,922

合計（Ａ） 153,823 合計（Ｂ） 163,566

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 9,743

主な
理由

国民健康保険システムサーバーOS更新作業による委託料の増のため

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

7,140

役務費
各種通知書発送郵便料、保険料
口座振替手数料等 44,990 役務費

各種通知書発送郵便料、保険料
口座振替手数料等 41,934

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
標準システム利用等業務委託、
通知書封入封緘業務等
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○

合計（Ａ） 3,038 合計（Ｂ） 3,153

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 115

主な
理由

オンライン資格確認等の実施に伴う市町村の運営負担金の増のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

兵庫県国民健康保険団体連合
会運営にかかる負担金 3,038

負担金補助及
び交付金

兵庫県国民健康保険団体連合
会運営にかかる負担金 3,153令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 3,315 任期付 0.00 合計 0.0204当初予算 3,153 162 3,315 0 0

0 3,200 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 3,038 162 3,200 0 0

0 1,872 正規 0.02 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 1,710 162 1,872 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事
業
内
容

国民健康保険法に基づき設立された兵庫県国民健康保険団体連合会の運営にかかる費用の明石市負担分
　令和２年度実績　　　　1,710,244円（被保険者割 28円×被保険者数 57,223人＋会員平等割 108,000円）
　令和３年度当初予算　　1,932,000円（被保険者割 32円×被保険者数 57,000人＋会員平等割 108,000円）
　令和４年度当初予算　　1,941,600円（被保険者割 32円×被保険者数 57,300人＋会員平等割 108,000円）

被保険者数に応じオンライン資格確認システム運営費用を負担（令和３年度から）
　令和３年度当初予算　　1,105,549円 (1.61円×被保険者数57,223人×12か月）
　令和４年度当初予算　　1,210,978円 (1.77円×被保険者数57,014人×12か月）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
兵庫県国民健康保険団体連合会は、国民健康保険法に基づき保険者が共同して、その目的を達成するために設立された
公法人であり、その運営のための保険者負担金を支払う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 連合会負担金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 国民健康保険団体連合会負担事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
国民健康保険団体連合会負担事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-002

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



○

合計（Ａ） 6,976 合計（Ｂ） 6,030

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -946

主な
理由

印刷製本費を一般管理事務事業の委託料へ組み替えたため

消耗品費
50

役務費
口座振替納付促進郵送料、ペイ
ジー口座振替手数料等 2,386 役務費

口座振替納付促進郵送料、ペイ
ジー口座振替手数料等 2,350

負担金補助及
び交付金

滞納整理事務研修会参加負担
金、ＭＰＮ推進協議会年会費 120

負担金補助及
び交付金

滞納整理事務研修会参加負担
金、ＭＰＮ推進協議会年会費 100

内容 金額

旅費
滞納整理事務（差押対応）、滞納
整理事務研修会参加旅費等 100 旅費

滞納整理事務（差押対応）、滞納
整理事務研修会参加旅費等 30令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費(口座振
替依頼書等） 670 需用費

委託料
コンビニ収納にかかる委託料

3,700 委託料
コンビニ収納にかかる委託料

3,500

0 50,310 任期付 9.50 合計 11.8004当初予算 6,030 44,280 50,310 0 0

0 51,256 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 6,976 44,280 51,256 0 0

0 54,909 正規 2.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 7,659 47,250 54,909 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

① 効果的・効率的な滞納整理を実施し、未収金の早期回収を図っている。
② 収納率向上のため、口座振替にかかるＰＲを行っている。また、自主納付者に対して口座振替勧奨通知を送付している。
③ 平成23年度からマルチペイメントネットワークを活用した口座振替受付サービスを開始し、口座振替率向上を図っている。
④ 平成30年度からコンビニ収納を導入し、納付機会の拡充を図っている。
⑤ 令和元年度からSMS（ショートメッセージサービス）配信を開始し、催告の効率化を図っている。
⑥ 令和2年度からLINEPayによる納付方法を導入し、順次スマートフォンアプリ等を利用した決済方法を増やし納付機会の拡充を図っている。

＜収納率（現年度分）＞
　令和2年度実績　　94.96%
　令和3年度見込　　95.50%

＜収納率（滞納繰越分）＞
　令和2年度実績　　40.64%
　令和3年度見込　　39.00%

収納率を成果指標とする。 令和４年度 ％ 96

収納率（滞納繰越分） 収納率を成果指標とする。 令和４年度 ％ 38

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保険料の納期告知、口座振替促進など、収納対策にかかる各種取り組みを実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

収納率（現年度分）

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 収納率向上特別対策費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 収納率向上特別対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
収納率向上特別対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-003

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



34

○

合計（Ａ） 489 合計（Ｂ） 511

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 22

主な
理由

消耗品費等の増のため

消耗品費等
36

役務費
運営協議会会議録の筆耕料

150 役務費
運営協議会会議録の筆耕料

149

内容 金額

報酬
運営協議会委員報酬

330 報酬
運営協議会委員報酬

326令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費等

9 需用費

0 2,536 任期付 0.00 合計 0.2504当初予算 511 2,025 2,536 0 0

0 2,514 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 489 2,025 2,514 0 0

0 2,034 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 9 2,025 2,034 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

国民健康保険運営協議会の開催にかかる委員報酬、筆耕料等

＜開催回数＞
　令和２年度実績　　2回（新型コロナウイルス感染症の影響により書面開催）
　令和３年度見込　　3回
　令和４年度見込　　3回

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業の運営にかかる重要事項を審議する運営協議会を運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 運営協議会費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 国民健康保険運営協議会運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 運営協議会費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
国民健康保険運営協議会運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-004

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



他

34

○

○

合計（Ａ） 17,025,250 合計（Ｂ） 17,177,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 151,750

主な
理由

1人当たり給付費の増のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

被保険者の療養給付（現物給
付）に要する費用 17,025,250

負担金補助及
び交付金

被保険者の療養給付（現物給
付）に要する費用 17,177,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 5,565 任期付 0.90 合計 1.4504当初予算 17,177,000 5,565 17,182,565 17,177,000 0

0 5,565 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 17,025,250 5,565 17,030,815 17,025,250 0

0 5,670 正規 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.2002決算 16,468,498 5,670 16,474,168 16,468,498 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①　被保険者が保険医療機関等を受診する場合、被保険者証を窓口で提示することにより、一部負担金の支払いだけで済むよう医療サービス
　を提供する。
②　医療サービスを行った医療機関等は、一部負担金以外の医療費を診療報酬明細書（レセプト）により審査機関である兵庫県国民健康保険
　団体連合会を経由して、保険者である明石市国民健康保険に対して請求する。
③　兵庫県国民健康保険団体連合会で審査された請求に基づき、適正に保険給付費の支払いを行う。

＜一般被保険者療養給付費＞
　令和２年度実績　　　　　　985,333件　　16,463,155,672円
　令和３年度当初予算　　　1,010,591件　　17,016,750,000円
　令和４年度当初予算　　　1,007,478件　　17,170,000,000円

＜退職被保険者療養給付費＞
　令和２年度実績　　　　　　　　 41件         5,342,769円
　令和３年度当初予算　　　　　 　40件 　　  　8,500,000円
　令和４年度当初予算　　　　　　 45件 　　  　7,000,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
被保険者が病気やけがをした場合、治癒を目的とした一連の医療サービスを給付する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者療養給付費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者療養給付（現物給付）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者療養給付（現物給付）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-005

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

1 事業 連絡先 (078)918-5021



他

34

○

○

合計（Ａ） 176,100 合計（Ｂ） 213,300

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 37,200

主な
理由

1人当たり給付費の増のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

被保険者の療養費（現金給付）
の給付に要する費用 176,100

負担金補助及
び交付金

被保険者の療養費（現金給付）
の給付に要する費用 213,300令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 8,535 任期付 1.40 合計 2.1504当初予算 213,300 8,535 221,835 213,300 0

0 8,535 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 176,100 8,535 184,635 176,100 0

0 7,560 正規 0.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.2002決算 182,148 7,560 189,708 182,148 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　被保険者が次のような場合で、全額自己負担した費用について事後に国保窓口に申請し、兵庫県国民健康保険団体連合会の審査により決定
の後、自己負担分を除いた額を被保険者に給付する。
　①　やむを得ない事情で、被保険者証を持たずに診療を受けたとき。
　②　コルセットなどの治療用装具を購入したとき。
　③　骨折やねんざなどで、国保を取り扱っていない柔道整復師の施術を受けたとき。
　④　手術などで、輸血に生血を用いたとき。
　⑤　医師が必要と認めた、はり・きゅう・あんま・マッサージなどの施術を受けたとき。
　⑥　海外渡航中に医者にかかったとき。

＜一般被保険者療養費＞
　令和２年度実績　　　　26,445件　　182,104,095円
　令和３年度当初予算　　27,834件　　175,800,000円
　令和４年度当初予算　　27,569件　　213,000,000円

＜退職被保険者療養費＞
　令和２年度実績　　　　　　 3件　　　　 44,019円
　令和３年度当初予算　　　　 4件　　　　300,000円
　令和４年度当初予算　　 　  4件　　　　300,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
医療サービス（現物給付）でない保険給付で、被保険者が、いったん全額自己負担したとき、事後にその費用を給付する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者療養費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者療養費給付（現金給付）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者療養費給付（現金給付）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-006

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

1 事業 連絡先 (078)918-5021



○

ta

合計（Ａ） 59,645 合計（Ｂ） 63,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,755

主な
理由

療養費審査支払手数料等の改定による増のため

内容 金額

役務費
診療報酬の審査支払手数料

59,645 役務費
診療報酬の審査支払手数料

63,400令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

3,400 486 任期付 0.00 合計 0.0604当初予算 63,400 486 63,886 60,000 0

3,800 486 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 59,645 486 60,131 55,845 0

3,055 486 正規 0.06 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 54,780 486 55,266 51,725 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　保険医療機関等が作成した保険者に対し請求する医療サービスのレセプトについて、兵庫県国民健康保険団体連合会が審査した件数に応じ
て支払う手数料

＜手数料単価＞　　　　　　　　　　　　　　（令和３年度）　（令和４年度）
　審査支払手数料　　　　　　　　　　　　　　1件　51.7円　　 1件　51.7円
　療養費審査支払手数料　　　　　　　　　　　1件　95.7円　　 1件 102.3円
　療養費審査手数料　　　　　　　　　　　　　1件　83.6円　　 1件　88.0円
　レセプト管理システム運用管理業務手数料　　1件 　3.8円　　 1件　 3.8円

＜審査支払額＞
　令和２年度実績　　　　　　2,034,905件　　54,779,742円
　令和３年度当初予算　　　　2,197,029件　　59,645,000円
　令和４年度当初予算　　　　2,036,688件　　63,400,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
被保険者が保険医療機関等で受けた医療サービスの内容（診療報酬）の審査にかかる経費を支払う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 審査支払手数料
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 診療報酬審査手数料支払事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
診療報酬審査手数料支払事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-007

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



○

合計（Ａ） 900 合計（Ｂ） 800

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -100

主な
理由

レセプト電算処理件数の減のため

内容 金額

役務費
レセプト電算システム開発経費
の保険者負担経費 900 役務費

レセプト電算システム開発経費
の保険者負担経費 800令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

800 486 任期付 0.00 合計 0.0604当初予算 800 486 1,286 0 0

900 486 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 900 486 1,386 0 0

671 486 正規 0.06 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 671 486 1,157 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

兵庫県国民健康保険団体連合会が行う診療報酬審査支払事業にかかるシステム開発費用のレセプト電算処理件数に応じた負担金
レセプト電算処理負担金単価　　1件　0.68円

＜負担金額＞
　令和２年度実績　　　　　986,704件　　670,952円
　令和３年度当初予算　　1,084,000件　　900,000円
　令和４年度当初予算　　1,046,000件　　800,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
兵庫県内の保険者が共同して行う兵庫県国民健康保険団体連合会のレセプト電算処理にかかる開発費用を負担する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 審査支払手数料
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 診療報酬請求システム開発費負担事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
診療報酬請求システム開発費負担事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-008

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



他

50

○

○

合計（Ａ） 2,786,200 合計（Ｂ） 2,457,250

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -328,950

主な
理由

高額療養費支給件数の減のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

被保険者の高額療養費に要す
る費用 2,786,200

負担金補助及
び交付金

被保険者の高額療養費に要す
る費用 2,457,250令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 10,260 任期付 1.10 合計 2.0004当初予算 2,457,250 10,260 2,467,510 2,457,250 0

0 10,260 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 2,786,200 10,260 2,796,460 2,786,200 0

0 11,070 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 2,401,415 11,070 2,412,485 2,401,415 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①　自己負担限度額を超える世帯に対し申請を勧奨するとともに、申請により高額療養費を支給する。
②　被保険者に限度額適用認定証等を発行し、１医療機関での自己負担額を限度額までに抑えるとともに、発生した高額療養費については
　兵庫県国民健康保険団体連合会を通じて医療機関へ支払う。

＜一般被保険者高額療養費＞
　令和２年度実績　　　　　49,791件　　2,399,579,171円
　令和３年度当初予算　　　53,660件　　2,783,700,000円
　令和４年度当初予算　　　50,988件　　2,455,000,000円

＜退職被保険者高額療養費＞
　令和２年度実績　　　　　　　34件　　　　1,836,325円
　令和３年度当初予算　　　　　36件　　　　2,500,000円
　令和４年度当初予算　　　　　35件　　　　2,250,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
療養の給付について一部負担金の額が自己負担限度額を超える場合に、その超える額を支給することにより被保険者の負
担軽減を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者高額療養費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者高額療養費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 高額療養費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者高額療養費給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-009

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

1 事業 連絡先 (078)918-5021



他

20

○

○

合計（Ａ） 5,300 合計（Ｂ） 5,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -100

主な
理由

退職被保険者高額介護合算療養費支給件数の減のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

被保険者の高額介護合算療養
費に要する費用 5,300

負担金補助及
び交付金

被保険者の高額介護合算療養
費に要する費用 5,200令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 2,700 任期付 0.40 合計 0.6004当初予算 5,200 2,700 7,900 5,200 0

0 2,700 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 5,300 2,700 8,000 5,300 0

0 2,970 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 1,728 2,970 4,698 1,728 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①　高額介護合算療養費に該当する世帯に対し申請を勧奨するとともに、申請により高額介護合算療養費を算定を行う。
②　算定結果に基づき、国民健康保険と介護保険から被保険者に支給を行う。

＜一般被保険者高額介護合算療養費＞
　令和２年度実績　　　　　　78件　　1,727,371円
　令和３年度当初予算　　　　92件　　5,000,000円
　令和４年度当初予算　　　　92件　　5,000,000円

＜退職被保険者高額介護合算療養費＞
　令和２年度実績　　　　　　 0件　　　　　　0円
　令和３年度当初予算　　　　 2件　　　300,000円
　令和４年度当初予算　　　　 1件　　　200,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国民健康保険と介護保険を利用する者の負担軽減のため、それぞれの限度額を適用後、なお残る自己負担額を1年間合算
し一定の限度額を超えた場合に支給する高額介護合算療養費の国保負担分を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者高額介護合算療養費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者高額介護合算療養費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 高額療養費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名

一般被保険者高額介護合算療養費給付事
業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-010

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

1 事業 連絡先 (078)918-5021



他

6

○

○

合計（Ａ） 350 合計（Ｂ） 290

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -60

主な
理由

移送費の実績がないことによる減のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

被保険者の移送費に要する費
用 350

負担金補助及
び交付金

被保険者の移送費に要する費
用 290令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 54 任期付 0.02 合計 0.0204当初予算 290 54 344 290 0

0 54 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 350 54 404 350 0

0 54 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 0 54 54 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　負傷、疾病などにより移動が困難な状態の被保険者が、医師の指示により緊急性があって移送が行われた場合、事後に国保の窓口に申請
し、兵庫県国民健康保険団体連合会で審査の上、移送にかかった費用を給付する。

＜一般被保険者移送費＞
　令和２年度実績　　　　　0件　　　　　　0円
　令和３年度当初予算　　　2件　　　300,000円
　令和４年度当初予算　　　2件　　　250,000円

＜退職被保険者移送費＞
　令和２年度実績　　　　　0件　　　　　　0円
　令和３年度当初予算　　　1件　　　 50,000円
　令和４年度当初予算　　　1件　　　 40,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
負傷、疾病などにより移動が困難であり、緊急の必要性があって移送された場合、移送に要した費用を給付する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者移送費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者移送費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 移送費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者移送費給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-011

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

1 事業 連絡先 (078)918-5021



34

○

○

合計（Ａ） 105,476 合計（Ｂ） 100,853

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,623

主な
理由

出産育児一時金支給件数の減のため

出産育児一時金の支給に要す
る費用 100,800

内容 金額

役務費
出産育児一時金の支払手数料

56 役務費
出産育児一時金の支払手数料

53令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

出産育児一時金の支給に要す
る費用 105,420

負担金補助及
び交付金

0 2,700 任期付 0.10 合計 0.4004当初予算 100,853 2,700 103,553 100,853 0

0 2,700 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 105,476 2,700 108,176 105,476 0

0 2,700 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 76,299 2,700 78,999 76,299 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

被保険者が出産（妊娠12週以降）したとき、申請により出産育児一時金（40万8千円）を支給する。
産科医療補償制度に加入している分娩機関での出産の場合は、1万2千円を加算する。

＜出産育児一時金＞
　令和２年度実績　　　　　180件 　　76,298,926円
　令和３年度当初予算　　　251件　　105,476,000円
　令和４年度当初予算　　　240件　　100,853,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
被保険者の出産に関し、出産費用の負担軽減のため出産育児一時金を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 出産育児一時金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 出産育児一時金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 出産育児諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
出産育児一時金給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-012

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



34

○

合計（Ａ） 20,150 合計（Ｂ） 20,150

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

負担金補助及
び交付金

葬祭費の支給に要する費用
20,150

負担金補助及
び交付金

葬祭費の支給に要する費用
20,150令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 1,890 任期付 0.10 合計 0.3004当初予算 20,150 1,890 22,040 20,150 0

0 1,890 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 20,150 1,890 22,040 20,150 0

0 1,890 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 17,150 1,890 19,040 17,150 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

被保険者が死亡したとき、葬祭を行った人に申請により葬祭費（５万円）を支給する。

＜葬祭費＞
　令和２年度実績　　　　　　342件　　　　17,150,000円
　令和３年度当初予算　　　403件　　　　20,150,000円
　令和４年度当初予算　　　403件　　　　20,150,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
被保険者が死亡した場合、葬祭を行った人に葬祭費を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 葬祭費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 葬祭費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 葬祭諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
葬祭費給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-013

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



○

○

合計（Ａ） 100 合計（Ｂ） 100

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

負担金補助及
び交付金

結核療養付加金の支給に要す
る費用 100

負担金補助及
び交付金

結核療養付加金の支給に要す
る費用 100令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

100 432 任期付 0.16 合計 0.1604当初予算 100 432 532 0 0

100 432 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 100 432 532 0 0

39 432 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 39 432 471 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

結核患者に対する公費負担医療の患者負担分（医療費の５％）を給付する。
　
＜結核付加金＞
　令和２年度実績　　　　 109件　　　 39,096円
　令和３年度当初予算　　　70件　　　100,000円
　令和３年度当初予算　　　70件　　　100,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
結核患者の公費負担が医療費の95％であるため、5％の患者負担分について患者負担を発生させないよう被保険者証の提
示により現物給付で提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 結核医療付加金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 結核医療付加金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 結核医療諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
結核医療付加金給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-014

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



2

○

合計（Ａ） 1,000 合計（Ｂ） 2,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,000

主な
理由

新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者数の増のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

傷病手当金の支給に要する費
用 1,000

負担金補助及
び交付金

傷病手当金の支給に要する費
用 2,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 810 任期付 0.00 合計 0.1004当初予算 2,000 810 2,810 2,000 0

0 810 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 1,000 810 1,810 1,000 0

0 0 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 333 0 333 333 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

給与等の支払いを受けている被保険者が、新型コロナウイルス感染症に感染し（疑いを含む）、勤務することができないときに傷病手当金を
支給する。

＜傷病手当金＞
　令和２年度実績　　　　 7件　　　332,339円
　令和３年度当初予算　　20件　　1,000,000円
　令和４年度当初予算　　40件　　2,000,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に傷病手当金を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 傷病手当金
根拠法令
・要綱等

明石市国民健康保険条例事業 傷病手当金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保険給付費 連絡先

項 傷病手当金 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
傷病手当金給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-015

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



他

30

○

合計（Ａ） 8,305,079 合計（Ｂ） 8,085,574

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -219,505

主な
理由

被保険者数の減のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

国民健康保険事業費納付金
8,305,079

負担金補助及
び交付金

国民健康保険事業費納付金
8,085,574令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

5,469,595 2,248,840 任期付 0.00 合計 0.4504当初予算 8,085,574 3,645 8,089,219 370,784 0

5,741,566 2,193,661 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 8,305,079 3,645 8,308,724 373,497 0

5,473,333 2,321,904 正規 0.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 8,232,281 3,645 8,235,926 440,689 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

国民健康保険の都道府県単位化により財政基盤の強化を図るため県が財政運営の責任主体になることに伴い、県が決定した納付金額に基づき
一般被保険者医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分について納める経費

＜一般被保険者医療給付費分＞　　　　　　　　　　　　　　＜退職者被保険者等医療給付費分＞
　令和２年度実績　　　　　5,889,304,375円　　　　　　　　 令和２年度実績　　　　　　　　0円
　令和３年度当初予算　　　5,909,399,000円　　　　　　　　 令和３年度当初予算　　　　　　0円
　令和４年度当初予算　　　5,700,088,000円　　　　　　　　 令和４年度当初予算　　　551,000円

＜一般被保険者後期高齢者支援分＞　　　　　　　　　　　　＜退職被保険者等後期高齢者支援分＞
　令和２年度実績　　　　　1,757,370,645円　　　　　　　　 令和２年度実績　　　　　　　　0円
　令和３年度当初予算　　　1,790,344,000円　　　　　　　　 令和３年度当初予算　　　　　　0円
　令和４年度当初予算　　　1,755,836,000円　　　　　　　　 令和４年度当初予算　　　150,000円

＜介護納付金分＞
　令和２年度実績　　　　　　585,605,629円
　令和３年度当初予算　　　　605,336,000円
　令和４年度当初予算　　　　628,949,000円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
一般・退職被保険者医療給付分、後期高齢者支援金分、介護納付金分について、兵庫県国民健康保険事業費に納付する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者医療給付費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者医療給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 国民健康保険事業費納付金 連絡先

項 医療給付費分 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者医療給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-016

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

4 事業 連絡先 (078)918-5021



○

○

合計（Ａ） 85,087 合計（Ｂ） 89,551

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 4,464

主な
理由

特定健診用機器購入費の増のため

医療費通知及びジェネリック医
薬品差額通知の郵送料等 19,113

委託料
人間ドック、レセプト点検業務の
委託料等 62,562 委託料

人間ドック、レセプト点検業務の
委託料等 60,762

その他
報償費、使用料及び賃借料

116 その他
報償費、使用料及び賃借料

125

負担金補助及
び交付金

国保データベースシステム負担
金 3,021

負担金補助及
び交付金

国保データベースシステム負担
金 2,923

内容 金額

需用費
パンフレット等購入費、人間ドッ
ク申請書等の印刷製本費等 3,508 需用費

パンフレット等購入費、人間ドッ
ク申請書等の印刷製本費等 3,616令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
医療費通知及びジェネリック医
薬品差額通知の郵送料等 15,730 役務費

備品購入費
特定健診用機器購入費

150 備品購入費
特定健診用機器購入費（骨密度
計・スマートウォッチ） 3,012

46,415 9,720 任期付 0.30 合計 1.4004当初予算 89,551 9,720 99,271 43,136 0

51,767 9,720 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 85,087 9,720 94,807 33,320 0

47,299 9,855 正規 1.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 56,899 9,855 66,754 9,600 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

被保険者１人当たり財政効果額
過誤調整額÷被保険者数

令和４年度 円 1,200

ジェネリック医薬品使用
割合

数量シェア
後発医薬品の数量 ÷後発医薬品がある先発医薬品の数量

令和４年度 ％ 80%

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

02年度 03年度 04年度
健康パンフレットの配付 医療費抑制のために特定健診等のパンフレットを購入し、被保険者に

配布する（医療の受け方等のパンフレット）。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
被保険者の健康増進及び将来の医療費抑制のため、人間ドックの助成を実施するほか、医療費適正化の観点からレセプト
点検、医療費通知の送付などの事業を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

レセプト点検効果額

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 保健衛生普及費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 保健衛生普及事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 保健事業費 連絡先

項 保健事業費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
保健衛生普及事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-017

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

被保険者全世帯
に配布

被保険者全世帯
に配布

被保険者全世帯
に配布

人間ドックの助成 人間ドックにかかる費用の約7割を助成する（明石市医師会に委託）。
令和3年度助成額（実績）　一般検診…32,428円、一般検診+婦人科検
診39,525円

助成受付数
691人

助成受付数
700人

助成受付数
700人

医療費のお知らせの送付 被保険者へ健康に対する認識を深めてもらうため、2か月に1回、該当
する全世帯に医療費のお知らせを送付する。

年6回送付
送付件数
170,208件

年6回送付
送付見込件数
173,000件

年6回送付
送付見込件数
175,000件

レセプト点検 医療費適正化の観点からレセプトの内容点検を行い、疑義の生じたレ
セプトについては再審査を依頼する。

再審査依頼件数
10,594件

再審査依頼見込
件数10,000件

再審査依頼見込
件数10,000件

特定健診・保健指導未受
診者対策

国保保健事業として、特定健診・特定保健指導未受診者対策及び生
活習慣病の1次予防に重点を置いた取り組みを行うため、特定健診未
受診者等に対し受診啓発文書を送付する。

年1回送付
送付件数
29,928件

年1回送付
送付件数
28,729件

年2回送付
送付件数
30,000件

ジェネリック医薬品の啓発・
推進

国保加入手続き時にジェネリック医薬品希望カードを配付する。また、
ジェネリック医薬品に変更したジェネリック医薬品差額通知を個別に送
付する。

年2回送付
送付件数
2,397件

年2回送付
送付件数
2,204件

年2回送付
送付見込件数
2,400件



12

○

合計（Ａ） 500 合計（Ｂ） 500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

積立金
基金積立金利子の積立

500 積立金
基金積立金利子の積立

500令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

500 405 任期付 0.00 合計 0.0504当初予算 500 405 905 0 0

500 405 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 500 405 905 0 0

209 567 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 209 567 776 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

基金運用により生じた収益を基金に積み立てる。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業基金の運用益を基金に積み立てる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 基金積立金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 国民健康保険事業基金積立金

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 基金積立金 連絡先

項 基金積立金 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
国民健康保険事業基金積立金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-018

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



他

34

○

合計（Ａ） 26,116 合計（Ｂ） 26,116

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

償還金利子及
び割引料

被保険者の過年度保険料過誤
納の還付等に要する費用 26,116

償還金利子及
び割引料

被保険者の過年度保険料過誤
納の還付等に要する費用 26,116令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

26,116 1,620 任期付 0.00 合計 0.2004当初予算 26,116 1,620 27,736 0 0

26,116 1,620 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 26,116 1,620 27,736 0 0

11,888 1,620 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 20,819 1,620 22,439 8,931 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

保険料賦課額の変動により納め過ぎとなった過年度保険料を申請により還付する。

＜一般被保険者保険料還付金＞
　令和２年度実績　　　　　20,818,707円
　令和３年度当初予算　　　26,082,000円
　令和４年度当初予算　　　26,082,000円

＜退職被保険者保険料還付金＞
　令和２年度実績　　　　　　　 　　0円
　令和３年度当初予算　　　　　34,000円
　令和４年度当初予算　　　　　34,000円

過年度保険料の還付発生額に占める還付額の割合
還付額÷還付発生額

令和４年度 ％ 75

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
過年度における国民健康保険料を納め過ぎとなった被保険者に過誤納還付金等を支払う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

過年度保険料還付率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般被保険者保険料還付金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者保険料還付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 諸支出金 連絡先

項 償還金及び還付加算金 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者保険料還付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-020

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課

1 事業 連絡先 (078)918-5021



30

○

合計（Ａ） 300,000 合計（Ｂ） 300,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

償還金利子及
び割引料

保険給付費等交付金の精算に
要する費用 300,000

償還金利子及
び割引料

保険給付費等交付金の精算に
要する費用 300,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

300,000 2,025 任期付 0.00 合計 0.2504当初予算 300,000 2,025 302,025 0 0

300,000 2,025 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 300,000 2,025 302,025 0 0

123,021 2,025 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 123,021 2,025 125,046 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

保険給付費等交付金の額の実績報告額が概算交付額を下回る場合、翌年度に余剰分として県に返還する経費

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保険給付費等交付金に償還が生じた場合に償還金を支払う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 保険給付費等交付金償還金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 保険給付費等交付金償還事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 諸支出金 連絡先

項 償還金及び還付加算金 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
保険給付費等交付金償還事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-021

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



○

合計（Ａ） 1,500 合計（Ｂ） 1,500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

予備費
歳出科目で不足が生じたときに
要する費用 1,500 予備費

歳出科目で不足が生じたときに
要する費用 1,500令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

1,500 0 任期付 0.00 合計 0.0004当初予算 1,500 0 1,500 0 0

1,500 0 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 1,500 0 1,500 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

国民健康保険事業運営に不足が生じた場合の費用
　

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業運営に不足が生じた場合の費用として、不測の事態に対処する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 予備費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 予備費

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

款 予備費 連絡先

項 予備費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
予備費

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132102000-022

予算所管課 市民生活局市民生活室国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021



47

○

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

0.00

目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.75

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

22,889

22,886

19,026

16,125

16,125

16,125

39,014

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
高齢期移行者医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-001

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5026

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 老人福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 老人医療費
根拠法令
・要綱等

明石市高齢期移行者医療費の助成に関する条
例

事業 高齢期移行者医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-2 高齢者福祉の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
６５歳から６９歳までの市民税非課税世帯に属し、所得が基準額以下などの要件を満たす人について、医療費のうち自己負
担額の一部を助成することにより、対象者の保健の向上及び福祉の増進を図る。

事
業
内
容

【対象要件】
明石市に住所を有する65～69歳で健康保険に加入し、以下の所得等要件のいずれかを満たす人
①市民税非課税世帯に属し、世帯員全員に所得がない（公的年金収入が80万円以下）　 ・・・区分Ⅰ
②市民税非課税世帯に属し、本人の公的年金収入とその他の所得の合計が80万円以下・・・区分Ⅱ
　　※昭和27年７月１日以降の生年月日の人は要介護２以上が必要

【受給者の一部負担金】
区分Ⅰ　……… 負担割合：２割、　負担限度額：外来 8,000円/月、入院　15,000円/月
区分Ⅱ  ……… 負担割合：２割、　負担限度額：外来12,000円/月、入院　35,400円/月

【助成方法】
申請により「受給者証」を交付する。
対象者が、「受給者証」を医療機関等に提示することで、窓口における医療費の支払い額を上記一部負担金とする。
保険診療費の自己負担額のうち、一部負担金を除いた額を医療助成費として医療機関等に支払う。
医療機関等で「受給者証」を提示しなかった等で助成を受けられなかった場合は、医療費の領収証を添えて申請することで対象者に助成額を支払う。

助成対象者数　令和２年度　 　　　　　　　　　　 　804人　　　助成額　令和２年度　 　　 　　　　　  21,492千円
　　　　　　　　　  令和３年度（見込）　　　　　　　   598人　　　　　　　 　令和３年度（当初）　   　 　 21,400千円
　　　　　　　　　  令和４年度(見込)　　　　　　　　  492人　　　　　　　　 令和４年度(予算額)　　　　 17,600千円

成果指標
指標名 考え方・定義・式

１９市課長会議、県福祉医療研
修会等旅費 5

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.75

0.00

02決算 9,870 0 0 29,144

03当初予算 11,032 0 20 27,959

令和３年度
人員配置（人）

正規

再任用

扶助費
医療費

21,400

04当初予算 9,113 0

0.00

2.50

39,011

35,151

需用費
消耗品費、印刷製本費

361 需用費

20

内容

消耗品費、印刷製本費、食糧費

26,018

内容 金額

旅費
１９市担当者会議、県福祉医療
研修会等旅費 5 旅費

333 委託料
福祉医療費データ作成費、受給
者証封入封緘業務委託料 326

使用料及び賃
借料

コピー使用料
35

使用料及び賃
借料

コピー使用料
58

扶助費
医療費

17,600

合計（Ａ） 22,886 合計（Ｂ） 19,026

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,860

主な
理由

制度改正に伴う助成対象者数の減少による医療費減

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

347

役務費
証等郵送料、診療報酬審査支払
手数料等 752 役務費

証等郵送料、診療報酬審査支払
手数料等 690

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
福祉医療費データ作成費、受給
者証封入封緘業務委託料
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○

○

合計（Ａ） 392,857 合計（Ｂ） 361,339

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -31,518

主な
理由

助成対象者数の減少による医療費減

証等郵送料、診療報酬審査支払
手数料等 4,902

委託料
受給者証封入封緘業務委託料、
システム改修委託料 2,553 委託料

受給者証封入封緘業務委託料
140

扶助費
医療費

385,000 扶助費
医療費

356,000

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費

271 需用費
消耗品費、印刷製本費

267令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
証等郵送料、診療報酬審査支払
手数料等 5,004 役務費

使用料及び賃
借料

コピー使用料
29

使用料及び賃
借料

コピー使用料
30

100,000 181,369 任期付 1.25 合計 3.0004当初予算 361,339 17,450 378,789 97,420 0

100,000 194,215 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 392,857 17,450 410,307 116,092 0

105,427 170,288 正規 1.75 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 358,320 17,450 375,770 100,055 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【対象要件】
以下の①に掲げるいずれかの手帳が交付されている後期高齢者医療保険の被保険者で、②の所得要件を満たす人
　①身体障害者手帳：１級～３級　　療育手帳：Ａ判定・Ｂ１判定　　精神障害者保健福祉手帳：１級、２級
　②障害者本人・配偶者・扶養義務者の市民税所得割額の合計が、23万５千円未満である
　　 ※身体障害者手帳３級で内部障害以外の場合は、障害者本人・配偶者・扶養義務者および世帯員全員に市民税の所得割が課されていないこと
　※※上記所得要件の確認対象者全員が市民税非課税、公的年金収入とその他所得の合計が80万円以下の場合は、『低所得区分』に該当する
【受給者の一部負担金】
各医療機関等ごとに、以下の区分による限度額を受給者が負担する。
　一般区分　　……… 【外来】　600円/日、月２回1,200円　【入院】　１割負担、2,400円/月
　低所得区分 ……… 【外来】　400円/日、月２回  800円　【入金】　１割負担、1,600円/月
【助成方法】
申請により「受給者証」を交付する。
対象者が、「受給者証」を医療機関等に提示することで、窓口における医療費の支払い額を上記一部負担金とする。
保険診療費の自己負担額のうち、一部負担金を除いた額を医療助成費として医療機関等に支払う。
医療機関等で「受給者証」を提示しなかった等で助成を受けられなかった場合は、医療費の領収証を添えて申請することで対象者に助成額を支払う。
後期高齢者医療保険の制度改正に伴い、令和4年10月診療分より窓口での負担割合が１割から２割となる対象者がいるため、助成額が増加する見込み。

助成対象者数　令和２年度　　　　　　 　 　　　　3,737人　助成額　　　　 　令和２年度　　　　　　 　　　353,133千円
　　　　　　　　　　令和３年度（見込）　 　  　　　　3,596人　　　　　　　　　　　令和３年度（当初）　 　　 　385,000千円
　　　　　　　　　　令和４年度（見込）　　　　　　 　3,513人　　　　　　　　　　　令和４年度(予算額) 　　　 356,000千円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
後期高齢者医療保険被保険者である重度障害者に対して、医療費の自己負担額の一部を助成することにより、 対象者の保
健の向上及び福祉の増進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 老人医療費
根拠法令
・要綱等

明石市重度障害者医療費の助成に関する条例
明石市高齢重度障害者医療費の助成に関する
要綱

事業 高齢重度障害者医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-3 障害者福祉の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 老人福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
高齢重度障害者医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-002

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5026



20

○

合計（Ａ） 3,391,316 合計（Ｂ） 3,329,129

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -62,187

主な
理由

療養給付費の減額に伴う負担金減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

後期高齢者医療療養給付費負
担金、広域連合共通経費負担金 3,391,316

負担金補助及
び交付金

後期高齢者医療療養給付費負
担金、広域連合共通経費負担金 3,329,129令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 3,329,453 任期付 0.00 合計 0.0404当初予算 3,329,129 324 3,329,453 0 0

0 3,391,640 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 3,391,316 324 3,391,640 0 0

0 3,307,133 正規 0.04 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 3,306,809 324 3,307,133 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

高齢者の医療の確保に関する法律により、一般会計が負担すべき費用
①【療養給付費負担金】
　　療養給付費見込額、被保険者見込数をもとに、兵庫県後期高齢者医療広域連合によって算出された療養給付費負担金を広域連合に納付する。
    （当該年度の実績に基づき年度の途中に納付額が見直され、また、翌年度に精算される。）
   令和２年度(決算額）   3,246,955千円　→　確定額（精算済額）   2,938,146千円
   令和３年度(予算額）   3,319,627千円
   令和４年度(予算額）   3,244,175千円

②【共通経費負担金】
　　広域連合の運営に要する経費を共通経費負担金として広域連合に納付する。
　　（均等割：10％　高齢者人口割：45％　人口割：45％）
   令和２年度                59,854千円
   令和３年度                53,205千円
   令和４年度（予算額）   84,954千円

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 老人医療費
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律・兵庫県後
期高齢者医療広域連合規約・市町負担金の納
付に関する要綱

事業 後期高齢者医療制度事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 老人福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
後期高齢者医療制度事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-003

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165



3

○

○

合計（Ａ） 1,639 合計（Ｂ） 2,909

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,270

主な
理由

KDB（国保データベース）システムへの質問票データの取込費用発生による増

高齢者の質問票通知等郵送料
126

委託料
保健師、管理栄養士等委託料

815 委託料
保健師、看護師、管理栄養士、
歯科衛生士等委託料 2,245

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費、医療材
料費 634 需用費

消耗品費、印刷製本費、医療材
料費 538令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
健診受診勧奨通知等郵送料

126 役務費

備品購入費
歯科健診、健診用備品

64

23,369 -6,474 任期付 2.03 合計 3.0804当初予算 2,909 13,986 16,895 0 0

14,439 1,186 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 1,639 13,986 15,625 0 0

0 0 正規 1.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

兵庫県後期高齢者医療広域連合から委託をうけ、医療専門職を配置し、保健事業と介護予防の一体的な取り組みを実施する。※令和3年度より実施

①KDB（国保データベース）システム等を活用し、実施した「高齢者の質問票」の取り込みや地域の健康課題の分析、対象者の把握および事業の企画を行
う。

②(健康状態不明者の状態把握)
健診・医療未受診である健康状態不明者に高齢者の質問票を送付し、回答をもとに現状の把握・整理を行う。また質問票の返送がなかった方には、健康状
態・生活機能等の状況把握と適切な支援に繋げるために保健師・管理栄養士等医療専門職が訪問等を行う。
　　　　　　　　健康状態不明者（高齢者の質問票送付対象者）　　令和3年度　489人　　　　　　　　　　　　　令和4年度　800人（見込）
　　　　　　　　健康状態不明者のうち状態把握が出来た人数　　　令和3年度　360人〈74％〉（見込）　　　令和4年度　640人〈80％〉（見込）

③（糖尿病性腎症　重症化予防）　　　　※令和4年度より新規実施
健診結果から糖尿病の重症化及び腎機能低下の可能性がある者を抽出し、受療勧奨や保健指導を行う。
　　　　　　　　令和4年度　10人（見込）

④(フレイル健康教育)
地域の通いの場等において、地域の健康課題に応じた栄養や口腔、骨粗鬆症等のフレイル予防に関する健康教育を実施する。
　　　　　　　　令和3年度　25回450人（見込）　　令和4年度　17回350人（見込）

⑤（フレイル個別相談）
高齢者の質問票のフレイルリスク該当者に対し、フレイル予防の知識を周知すると共に、医療・健診受診や介護サービス利用など適切な支援に繋げるた
め、栄養・口腔、禁煙、運動等の個別相談を行う。
　　　　　　　　令和3年度　30人（見込）　令和4年度　50人　（見込）

健康状態不明者のうち、状態把握ができた人数の割合 令和3年度 ％ 80

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

健康状態不明者
状態把握率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 老人医療費
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律事業 後期高齢者保健事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 感染対策局あかし保健所健康推進課

款 民生費 連絡先 (078)918-5657

項 老人福祉費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 令和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
後期高齢者保健事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-004

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165
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○

○

合計（Ａ） 47,193 合計（Ｂ） 46,471

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -722

主な
理由

後期高齢者システムカスタマイズ終了に伴う委託料減

消耗品費、印刷製本費
1,800

役務費
被保険者証等郵送料

5,293 役務費
被保険者証等郵送料

7,200

負担金補助及
び交付金

国保連特別徴収情報経由業務
負担金 223

負担金補助及
び交付金

国保連特別徴収情報経由業務
負担金 224

使用料及び賃
借料

後期高齢者ｼｽﾃﾑ機器リース
料、コピー使用料 5,900

使用料及び賃
借料

後期高齢者ｼｽﾃﾑ機器リース
料、コピー使用料 7,932

内容 金額

旅費
広域連合連絡調整会議等旅費

25 旅費
広域連合連絡調整会議等旅費

10令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費

1,800 需用費

委託料
後期高齢者ｼｽﾃﾑ維持管理委託
料、ｼｽﾃﾑｶｽﾀﾏｲｽﾞ委託料 33,952 委託料

後期高齢者ｼｽﾃﾑ維持管理委託料、
ｼｽﾃﾑ機器ﾘｰｽ更新に伴う作業 29,305

1 93,047 任期付 4.15 合計 8.5204当初予算 46,471 46,577 93,048 0 0

1 93,769 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 47,193 46,577 93,770 0 0

0 77,411 正規 4.37 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 30,269 47,380 77,649 238 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①後期高齢者医療制度のうち、市の事務である保険料の徴収・収納を円滑に、効率的に行うため、後期高齢者医療システムをリースし、また、システムの
保守管理を委託している。
②兵庫県後期高齢者医療広域連合で決定された保険料の決定通知書を作成・封入し、送付する。自主納付の方については、納付書を作成し、同封する。
　【決定通知書（当初）】
   令和２年度：40,130件
   令和３年度：40,266件
   令和４年度：42,000件（見込）
　【納付書（当初）】
   令和２年度：3,439件
   令和３年度：3,071件
   令和４年度：3,500件（見込）
③毎年8月1日に被保険者証等一斉更新があり、兵庫県後期高齢者医療広域連合から納品される封入済被保険者証等を、抜取、差替え等最新の状態に
手入れをし送付する。
　【被保険者証（当初）】
   令和２年度：40,143件
   令和３年度：40,275件
   令和４年度：42,000件（見込）
④毎月、年齢到達等で新規に資格を取得する方に、誕生月の前月に被保険者証等を送付する。
⑤住基異動、所得異動等による資格の確認を随時行い、変更がある方には被保険者証を送付する。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律事業 一般管理事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 後期高齢者医療事業 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般管理事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-005

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165
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○

合計（Ａ） 6,465 合計（Ｂ） 6,460

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -5

主な
理由

旅費の減

内容 金額

旅費
市内・近接地調査旅費

5 役務費
保険料決定通知書・督促状等郵
送料、保険料口座振替手数料 6,460令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
保険料決定通知書・督促状等郵
送料、保険料口座振替手数料 6,460

2 13,748 任期付 0.60 合計 1.3004当初予算 6,460 7,290 13,750 0 0

2 13,753 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 6,465 7,290 13,755 0 0

0 15,634 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 6,105 9,530 15,635 1 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①兵庫県後期高齢者医療広域連合で決定された保険料の決定通知書を送付する。また普通徴収で自主納付の方に納付書を送付する。
②保険料滞納者に対し、納期限の概ね20日後に督促状を送付する。
　【督促状発送件数】
   令和２年度：4,942件
   令和３年度：5,000件（見込）
   令和４年度：5,000件（見込）
③督促後も納付がない滞納者には、催告書を送付する。（令和２年度年2回）（令和３年度年2回）（令和４年度年2回予定）
④口座振替依頼があった方には口座振替開始通知書を送付し、ペイジー口座振替受付サービス受付分とともに金融機関に口座振替手数料を支払う。

【現年度収納率】
   令和２年度              ： 99.59%
   令和３年度（目標値） ： 99.54%
   令和４年度（目標値） ： 99.54%

現年度分の保険料収納率 令和４年度 ％ 99.54

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

収納率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 徴収費
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律事業 後期高齢者医療保険料徴収事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 後期高齢者医療事業 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 徴収費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
後期高齢者医療保険料徴収事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-006

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165



20

○

合計（Ａ） 4,280,959 合計（Ｂ） 4,493,515

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 212,556

主な
理由

被保険者数の増

内容 金額

負担金補助及
び交付金

後期高齢者医療広域連合市町
負担金 4,280,959

負担金補助及
び交付金

後期高齢者医療広域連合市町
負担金 4,493,515令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

3,668,707 825,213 任期付 0.00 合計 0.0504当初予算 4,493,515 405 4,493,920 0 0

3,491,019 790,345 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 4,280,959 405 4,281,364 0 0

3,436,921 756,346 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 4,192,862 405 4,193,267 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

兵庫県後期高齢者医療広域連合によって決定された市町負担金を納付する。
　【後期高齢者医療保険料負担金】
　　　市が収納した保険料を負担金として広域連合に納付する。
　　　当該年度の3月末までの収納分を納付し、出納整理期間中の収納分は翌年度に納付する。
      令和２年度：3,436,633千円
      令和３年度：3,490,519千円（予算額）
      令和４年度：3,668,207千円（予算額）
　【保険基盤安定拠出金】
　　　低所得者等の保険料軽減額相当額を負担金として広域連合に納付する。
      令和２年度：755,941千円
      令和３年度：771,618千円
      令和４年度：824,808千円（予算額）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 後期高齢者医療広域連合納付金
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律・兵庫県後
期高齢者医療広域連合規約・市町負担金の納
付に関する要綱

事業 後期高齢者医療広域連合納付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 後期高齢者医療事業 事業所管課

款 後期高齢者医療広域連合納付金 連絡先

項 後期高齢者医療広域連合納付金 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
後期高齢者医療広域連合納付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-007

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165
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○

合計（Ａ） 8,194 合計（Ｂ） 8,194

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

償還金利子及
び割引料

償還金利子及び割引料
8,194

償還金利子及
び割引料

償還金利子及び割引料
8,194令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

8,194 5,508 任期付 1.20 合計 1.4804当初予算 8,194 5,508 13,702 0 0

8,194 5,508 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 8,194 5,508 13,702 0 0

4,415 5,670 正規 0.28 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 4,415 5,670 10,085 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

納めすぎとなった保険料を、申請により還付する。
　・前年度以前の保険料について、当該年度になってから所得更正・保険料減免決定等により保険料が減額され、過誤納となった保険料を還付する。
　・前年度以前に過誤納となっていたが、日本年金機構等からの返納通知や被保険者等からの口座振込依頼書の提出がなく、還付未済となっていた保険
料を返納または還付する。
　【保険料過誤納還付金等】
      令和２年度：4,415千円（決算額）
      令和３年度：6,000千円（予算額）
      令和４年度：6,000千円（予算額）

 【新型コロナウイルスに伴う保険料減免による還付金】（コロナ対策分：令和３年度～）
      令和３年度：2,194千円（予算額）
      令和４年度：2,194千円（予算額）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 保険料還付金
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律事業 後期高齢者医療保険料還付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 後期高齢者医療事業 事業所管課

款 諸支出金 連絡先

項 償還金及び還付加算金 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
後期高齢者医療保険料還付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-009

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165
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○

合計（Ａ） 1,000 合計（Ｂ） 1,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

予備費
予備費

1,000 予備費
予備費

1,000令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 1,000 任期付 0.00 合計 0.0004当初予算 1,000 0 1,000 0 0

0 1,000 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 1,000 0 1,000 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　後期高齢者医療事業の実施にあたり、軽微な予定外の支出や予算額を超過した支出が必要となった場合、予備費の充当を行い、事業の執行を行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
運営主体である兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度を適正かつ円滑に運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 予備費
根拠法令
・要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律事業 予備費

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 後期高齢者医療事業 事業所管課

款 予備費 連絡先

項 予備費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
予備費

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132103000-010

予算所管課 市民生活局市民生活室長寿医療課
連絡先 (078)918-5165
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